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本研究では，社会ネットワークと個人のコミュニケーション行動選択とを関連づけた Helsley & Zenou (2014)
の提案する枠組みを拡張し，交通政策・都市政策について検討する．2地域からなる都市空間上で，社会ネット
ワーク上でつながりを持つ主体同士が都心のミーティング施設を訪問することによってコミュニケーションを
行う状況を想定し，システム全体としての均衡における主体間のコミュニケーション水準を解析的に導出する．
その際に交通混雑を考慮し，最善政策および政策代替案について検討する．最善政策の実施に必要な私的情報
が入手困難であることを指摘し，次善政策の提案に際しては，政府の情報利用可能性に言及する．社会ネット
ワーク情報を用いない逐次的な政策によって，長期的に社会的最適状態を達成し得ることを示す．
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1. 背景と目的

知識社会と呼ばれる現代社会において，コミュニケー

ションの担う役割は，その重要性を一層増しつつある
1)．特に，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーショ

ンを通じて行われる高度な知識や技術の交換と，それ

をベースにした創造的な活動は，社会の発展の原動力

となっている．都市に多様な主体が集積するメリット

の一つに，それぞれが保有している知識やアイディア

の交換，およびそれをベースにした創造的な活動を容

易に行える点が挙げられる 3)．その一方で，都市には交

通混雑のようなデメリットも存在する．交通現象に対

しては，料金政策など膨大な政策研究が蓄積されてお

り 2)，交通混雑を対象とした主な施策は，限界費用原

理に基づいてピグー混雑料金を課す混雑料金制度であ

る．ただし Arnott26) が，集積の経済と交通混雑の 2種
類の外部性が存在する経済において，一方の外部性の

みに着目した政策が非効率となる可能性を指摘してい

るように，何らかの市場に対する政策を実施する際は

周辺市場への影響に注意を払う必要がある．本研究が

着目するフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーショ

ン（対面形式の交流）には，自分以外の他の主体とも活

発なコミュニケーションを行っている主体とのコミュニ

ケーションからは限界的に高い効用が得られるという

相乗効果（正の外部性）が存在する 10)．同時に，フェ

イス・ツゥ・フェイスによる交流は交通行動を伴うため，

交通混雑の負の外部性をも内包している．

本研究は，高度なコミュニケーションが活発に行わ

れる社会を実現するための政策的検討を行う．具体的

には，社会ネットワークと個人のコミュニケーション

行動選択とを関連づけたHelsley & Zenou (2014)の提案
する枠組みを拡張し，交通政策・都市政策について検

討する．2地域からなる都市空間上で，社会ネットワー
ク上でつながりを持つ主体同士が都心のミーティング

施設を訪問することによってコミュニケーションを行

う状況を想定し，システム全体としての均衡における

主体間のコミュニケーション水準を解析的に導出する．

その際に交通混雑を考慮し，最善政策を規定する．そ

の上で，最善政策が社会ネットワークの完全情報の利

用を前提とするものである点を指摘し，次善政策の提

案に際しては，政府の情報入手可能性に言及する．提

案モデルをポテンシャルゲームとして解釈し，社会ネッ

トワーク情報を用いない逐次的な料金政策によって，長

期的に社会的最適状態を達成し得ることを示す．

本稿の構成は以下の通りである．2.では，関連する
既存研究の整理に基づいて本研究の位置づけを述べる．

3.で主体のコミュニケーション行動のモデルを定式化
し，立地を外生とした下で，各主体の私的な最適化行

動の結果として達成される均衡コミュニケーション水
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準を導出する．さらに，4.で社会的最適化問題を定義
し，社会的に最適なコミュニケーション水準を導出し

た上で，最善政策を検討する．5.では政策実行上の情
報の入手可能性に言及し，社会ネットワークの情報を

使うことなく実行可能な政策が，社会を長期的に社会

的最適に導くことが出来ることを明らかにする．6.に
てまとめと今後の展望について述べる．

2. 既存研究と本研究の位置づけ

社会ネットワークにおける主体の位置とその合理的な

行動選択とを関連づけた既存研究には Ballester et al.20)

がある．Helsley & Zenou21)は，Ballester et al.に地理的
空間を導入し，都市への訪問行動および立地選択を社

会ネットワークの観点から分析している．ただし，こ

こでは交通混雑は考慮されておらず，都市経済におけ

るコミュニケーション行動に対する政策的検討を行う

上では不十分な枠組みに留まっている．

均衡状態が社会的最適と比較して非効率であるとき，

両者の乖離を解消するための政策が必要となる．Hels-
ley& Zenou21) は，コミュニケーションの正の外部性を

ファーストベストな補助金によって内部化する最善政策

を提案している．この政策は，政府が社会ネットワーク

の完全情報を入手した上で，個々人に対して社会ネット

ワーク上の位置に応じて異なる値の補助金を与える提案

である．社会ネットワークは私的情報であるため，Hel-
sley& Zenouが自ら指摘するように，最善政策実施は困
難であると言わざるを得ない．これに対し，Sandholm28)

はポテンシャルゲームとして記述されるゲームに社会

的最適の「進化的遂行」を導入している．進化的遂行と

は，ある状況に対してすぐに（1-shotで）社会的最適を
達成しようとするのではなく，毎期，その期に実現し

た状態に応じて経済を刺激しながら，長期的に最適状

態を達成しようとするものである．Fujishima29)は，社

会的最適の進化的遂行を都市システムモデルに適用し，

人口移動動学の下で大域的に最適な人口分布が安定的

に実現することを示している．その際，情報の入手可

能性に言及し，政府の知りえない私的情報を用いずに

実行可能な政策を提案している．

本研究では，Helsley & Zenouに交通混雑を導入して
拡張し，交通政策について検討する．コミュニケーショ

ン行動に内在する正の外部性に着目し，さらに社会ネッ

トワークによって規定される主体間の異質性を考慮し

て，都市におけるコミュニケーションの外部性（戦略的

補完性）と混雑との関係を分析し，政策的検討を行う．

ここで，本モデルがポテンシャルゲームの構造を有し

ている点に着目し，Sandholmの提案する社会的最適の
進化的遂行を援用して，社会ネットワークに関する情

報に依存せずに実行可能な政策が長期的に社会的最適

に収束することを示す．

3. 混雑を考慮した 2地域モデル

(1) 環境設定

N = {1, ..., n} (n ≥ 2)を有限な数の主体の集合とする．
主体をノード，主体間のつながりをリンクとする社会

ネットワーク gを，隣接行列 G = [gi j]を用いて表す．
ただし，隣接行列の要素 gi j (i, j ∈ N)は，主体 iと jの

間にリンクが存在する場合は 1，存在しない場合は 0で
ある．すなわち，

gi j =

 1 (if agents i and j are directly connected)

0 (otherwise)

である．なお，コミュニケーションは双方向的に行わ

れるものとし，gi j = 1であれば g ji = 1であるとする．
また，gii = 0とする．したがって，Gは，対角成分に 0
を持つ (0, 1)対称行列である．なお，gi j = g ji = 1を満
たす 2主体 i, jのペア（リンク）の集合を Eとし，社会

ネットワーク gを g = ⟨N, E⟩と表す．例えば，図–1の
ような社会ネットワーク gであれば，対応する隣接行

列 Gは次のようになる．

G =


g11 g12 g13

g21 g22 g23

g31 g32 g33

 =

0 1 1
1 0 0
1 0 0

 (1)

地理空間は中心地 C（Center）と郊外 P（Periphery）
の 2地域から構成され，2地域間の距離は 1に正規化す
る．主体は中心地または郊外のいずれかの地域に立地

し，中心地に存在するミーティング施設を訪問して他の

主体とフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションを

行うことによって効用を獲得する．主体 i（i = 1, ..., n）
の立地点を，中心地 Cからの距離 xi ∈を用いて表し，
次式のように定義する．

xi =

 0 (if agent i locates in C)

1 (if agent i locates in P)
(2)

n主体の立地点 x = {x1, ..., xn}は外生的に与えられるも
のとする．中心地 Cに立地する主体数を nc，郊外 Pに
立地する主体数を np = n − nc とおく．主体は，他の主

体とのミーティングを行うためにミーティング施設を

訪問し，その度に自身の立地点 xi に応じて交通費用を

支払う．交通費用は地域 C（中心地）内・地域間のそれ
ぞれにおいて発生する．地域 C内の交通費用はすべて
の主体が支払う一方，地域間交通費用は地域 Pに立地
する主体のみが負担する．これらの 2種類の交通に対
して交通リンクは 1つずつのみ存在し，地域 C内交通
リンクをリンク 1，地域間交通リンクをリンク 2とする
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図–1: 例：社会ネットワーク g = ⟨{1, 2, 3}, {12, 13}⟩

図–2: 地理空間

（図–2）．以上の設定の下で，主体間の社会的距離と地
理的距離を同時に考慮した分析を行う．

(2) コミュニケーション行動の定式化

各主体は合成財の消費，社会ネットワーク上でつな

がり（リンク）をもつ他者とのフェイス・ツゥ・フェ

イスのコミュニケーションから効用を獲得する．主体 i

（i = 1, ..., n）が中心地から距離 xi（xi = 0, 1）の地点に
立地するとき，主体 iの効用 Ui は次式の準線形効用関

数によって表されるとする．

Ui(vi, v−i, g) = zi + ui(vi, v−i, g) (3)

zi は合成財消費量，ui(vi, v−i, g)は中心地のミーテイン
グ施設への訪問を通じた他の主体との交流から獲得す

る部分効用を，それぞれ表している．viは主体 iによる

ミーティング施設訪問回数（もしくは頻度）を，v−iは

{v1, ..., vi−1, vi+1, ..., vn}の集合を意味する．なお，ここで
は訪問回数をコミュニケーション水準の近似的指標と

して扱うこととする．主体 iが他の主体との交流から獲

得する部分効用 ui は，次式によって表す．

ui(vi, v−i, g) = αvi −
1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j (4)

α, θはいずれも非負の定数パラメータである．式 (4)右
辺第 1項および第 2項は，主体 iが中心地を訪問する

こと自体から得る効用であり，第 3項は他者とのコミュ
ニケーションを通じて得られる相乗的効果を表す．第

1項・第 2項より，部分効用関数 ui は強凸性を有する

（∂2Ui/∂v2
i < 0）ことから，主体はコミュニケーション相

手に関する多様性選好（より多くの異なる相手と交流す

ることでより高い満足を得る性質）を持つ．第 3項はコ
ミュニケーションを通じた主体間の相互依存関係を表し

ており，θはその強度を表すパラメータである．社会ネッ

トワーク上でリンクを持つ主体の組 i, j (gi j = 1)につい
て，主体 iが jとのコミュニケーションによって得られ

る効用は，主体 i自身のコミュニケーション水準 viおよ

び，当該の交流相手である jのコミュニケーション水準

v jに依存して決まる．具体的には，コミュニケーション

を通じた社会的外部効果として，交流相手が自分以外の

主体ともより活発にコミュニケーションを行えば，その

相手とのコミュニケーションによる限界的な効用が増加

するという戦略的補完関係（∂2Ui/(∂vi ·∂v j) = θ > 0 (for
gi j = 1)）を仮定している．第 3項は，他者とのコミュ
ニケーション活動を活発に行う主体には様々な知識や

情報が集積し，その結果，そうした主体は交流相手に

対して質の高いコミュニケーションの機会を提供する

ということを表現している．

また，予算制約は次式 (5)で表されるとする．

y = zi +
[
p + t(xi, v)

]
vi (5)

式 (5)において，p, t(xi, v)はそれぞれ単位訪問あたりの
フェイス・ツゥ・フェイス・コミュニケーションに伴っ

て発生する固定費用と交通費用を表す．本モデルでは

p（α > p > 0）は定数であるとし，時間制約は無視で
きる状況を想定する．交通費用は中心地と立地点との

距離 xi に依存する．さらに，本稿では交通混雑を考慮

し，各交通リンクの交通費用は，当該リンクを利用す

る全主体のミーティング施設訪問回数に依存するもの

とする．ここではパラメータ t1, t2(≥ 0)を用いて，リン
ク 1, 2の交通費用をそれぞれ

t1
n∑

j=1

v j , t2xi

n∑
j=1

x jv j (6)

によって表される線形関数とする．t(xi, v)はこれらの
和であると仮定する 1．以降，t(xi, v) = ti と表記する．

主体 i (∈ N)は，社会ネットワーク構造 gならびに他

主体のコミュニケーション需要 v j (∀ j = 1, ..., n, j , i)を
与件として，自らの効用 Uiを最大とするように合成財

消費量 ziとフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーショ

ン需要 viを決定する．本研究では，1. 式 (4)第 3項に表
現したコミュニケーションの戦略的補完性，2. 予算制約
(5)における交通混雑の 2種類の外部性に着目する．本
研究は社会ネットワーク上で行われるコミュニケーショ

ン活動の性質に着目するため，コミュニケーション過

程の詳細なモデル化は行わず，Helsley & Zenouによっ
て提案された極めて簡潔なモデルを採用した．Helsley
& Zenouモデルからの変更は，中心地内の交通を導入
した上で交通混雑を考慮した点である．

1 均衡解の性質は，モデルの大域的な凸性に関する議論を通じて
確認する（5. に詳説）．本研究では議論の見通しを良くするた
めに，効用関数，リンク費用関数ともに，モデルの大域的な凸
性が満たされるケースに限定して分析を進めた．一方，一般的
な交通リンク費用関数である BPR関数 t(x) = {1+α(x/C)}β} (x：
交通量，C：交通容量，α, β：パラメータ)において，β ≒ 1とな
るような推定結果も報告されており 18)，本モデルはこのケース
に該当すると解釈することも可能である．
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(3) Nash均衡解
各主体は，他の主体の行動を与件として効用最大化

行動を行う．式 (3), (5) として定式化された最適化問
題において他主体のコミュニケーション需要 v j (∀ j =

1, ..., n, j , i) に対する主体 iの最適応答関数は，

v∗i = α−p−t1
n∑

j=1

v∗j−t1v∗i −t2xi

n∑
j=1

x jv∗j−t2x2
i v∗i +θ

n∑
j=1

gi jv∗j

(7)
と表すことができる．すべての i (i = 1,…, n)について
式 (7)を導出し，連立して解くとコミュニケーション需
要の Nash均衡解を求めることができる．ここで，A, 1
をそれぞれ，成分のすべてが 1である n次正方行列お

よび n次列ベクトル，Xを k次対角成分が xi である n

次対角行列とすると

v = α − t1(I + A)v − t2X(I + A)Xv + θGv (8)

となる．Iは単位行列，α = (α− p) · 1である．式 (8)を
vについて解くと，Nash均衡解 v∗が唯一の内点解とし
て得られる．

v∗ = [I − θG + t1(I + A) + t2X(I + A)X]−1 ·α (9)

以後，Ḡ = G − (t1/θ)(I + A) − (t2/θ)X(I + A)X, M̄ =

[I − θḠ]−1 と書くこととする．逆行列 M̄の存在条件は
付録 I.を参照されたい．式 (9)より，主体 iの Nash均
衡コミュニケーション水準は

v∗i (xi, x−i, g) =
n∑

j=1

m̄i j · (α − p)

=

n∑
j=1

+∞∑
k=0

θkḡ[k]
i j · (α − p) (10)

と表せる（x−i：iを除いた n − 1主体の立地点のベクト
ル）．式 (10)の右辺は，混雑費用を内包する隣接グラ
フ ḡにおけるノード iのKatz-Bonacich中心性（付録 II.
を参照）に相当する表現である．すなわち，Nash均衡
における主体 iのコミュニケーション水準は，社会ネッ

トワーク gに混雑費用を組み込んだ“混雑費用込みの

社会ネットワーク”̄g上での主体 iの中心性に一致する．

よって，次の命題が導かれる．

命題 1
任意のネットワーク gおよび十分に小さい（θρ(Ḡ) < 1
を満たす）θに対して，フェイス・ツゥ・フェイスのコ

ミュニケーション需要は，内生的な Nash均衡解として
求まる．均衡水準における主体 i(∀ i ∈ N)のミーティン
グ施設訪問需要 v∗i は，都市内混雑費用込みの社会ネッ

トワーク ḡ上で，中心地への地理的近接性によって重み

付けされたノード iの Katz-Bonacich中心性と等しい．

均衡コミュニケーション水準 v∗i (xi, x−i, g)が，各パラ
メータの大きさによってどのように変化するかを考え

たい．式 (10)より明らかに，v∗i (xi, x−i, g)は αに関して

増加する一方で，ミーティングの固定費用 pに関して

は減少する．また，社会ネットワークのリンク強度 θに

応じて増加することが分かる．

さらに，均衡における効用水準は次式のように書く

ことができる．

U∗i = y +
(

1
2
+ t1 + t2x2

i

)
v∗2i (11)

以上から，αの増加，pの減少，θの増加の少なくとも

いずれか 1つが起これば，主体の均衡効用水準 U∗i は，

増加するか少なくとも変化しないことがわかる．

以上の成果は，Helsley & Zenouと基本的に同様であ
るが，政策的検討を行うべく交通混雑を考慮できる枠

組みに拡張した点が本研究の貢献である．

4. 社会的最適と最善政策

(1) 最適コミュニケーション需要

前章で導出した均衡需要 v∗i および効用 U∗i について，

効率性の観点から分析を行う．社会厚生について，本

研究ではベンサム型の社会厚生関数を採用することと

すると，社会厚生関数Wは，地代収入を考慮した上で

W =

i=n∑
i=1

Ui (12)

と表せる．ここでは社会厚生の最大化に関心をおくた

め，以下の最適化問題を解くことになる．

max
vi(∀i∈N)

W = max
vi(∀i∈N)

i=n∑
i=1

Ui (13)

= max
vi(∀i∈N)

i=n∑
i=1

{
y − [p + t(xi, v)]vi

+αvi −
1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j

}
(14)

1階条件より，任意の iについて

α−p−2t1
n∑

j=1

v j−2t2xi

n∑
j=1

x jv j−vi+2θ
n∑

j=1

gi jv j = 0 (15)

が満たされている必要がある．これより，

vO
i = α − p − 2t1

n∑
j=1

vO
j − 2t2

n∑
j=1

x jvO
j + 2θ

n∑
j=1

gi jvO
j (16)

が成立する．社会厚生最大化問題の解の存在条件は，

G̃ = G − (t1/θ)A − (t2/θ)XAXとおくと 2θρ(G̃) < 1よ
り得られる．ただし，ρ(G̃) は G̃ の固有値の絶対値の
最大値である（λ̃ι (ι = 1, 2, ...)を G̃の固有値とすると，
ρ(G̃) = maxι |λ̃ι|）．式 (7)と比較すると，最適なコミュ
ニケーション需要 vO

i と均衡需要 v∗i との関係は

vO
i = v∗i −

n∑
j=1, j,i

t1v j − t2
n∑

j=1, j,i

x jv j + θ

n∑
j=1

gi jv j (17)

であり，Nash均衡におけるコミュニケーション水準が
非効率的であることがわかる．次節では，均衡需要 v∗i
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を最適水準に近付けるための混雑税政策及び補助金政

策を考える．

(2) 最善料金政策

最適な水準のコミュニケーションを達成するために，

各主体のミーティング施設への訪問に対する交通混雑

税およびコミュニケーション補助金を考える．具体的

には，主体 iによる単位訪問あたりの交通リンク 1, 2の
利用に対しては，それぞれ混雑税

dO
1i = t1

n∑
j=1, j,i

v j, dO
2i = t2xi

n∑
j=1, j,i

x jv j (18)

を課し，同時に単位訪問あたりに達成されるコミュニ

ケーションに対しては補助金：

sO
i = θ

n∑
j=1

gi jv j (19)

を与える政策を検討する．これらの料金政策の下で各

主体が最大化する効用は，

Ui = y − pvi − t(xi, v)vi − (dO
1i + dO

2i)vi

+(α + sO
i )vi −

1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j

= y −
p + t1

 n∑
j=1

v j +

n∑
j=1, j,i

v j


+t2xi

 n∑
j=1

x jv j +

n∑
j=1, j,i

x jv j


 vi

+αvi −
1
2

v2
i + 2θ

n∑
j=1

gi jviv j (20)

となる．式 (20)は，式 (18), (19)の混雑税・補助金政策
の実施によって 2.の均衡モデルにおける外部効果がす
べて内部化されていることを示している．最適混雑税

政策および最適補助金政策を同時に適用した下での均

衡コミュニケーション需要は，

vO = [I − 2θG + 2t1A + 2t2XAX]−1α

となる．このとき主体 iの効用 UO
i は，効用（式 (20)）

最大化の 1階条件を用いて整理することにより

UO
i = y +

(
1
2
+ t1 + t2xi

)
vO2

i (21)

と表せ，これは式 (11)と対応する．以上の結果は次の
ように要約される．

命題 2
Nash均衡におけるフェイス・ツゥ・フェイス・コミュニ
ケーション需要 v∗i は，社会的最適水準と比較して非効

率的である．交通リンク 1, 2の利用に対する単位あた
りの訪問行動に対してそれぞれ dO

1i = t1
∑n

j=1, j,i v j, dO
2i =

t2xi
∑n

j=1, j,i x jv j の混雑税を課し，同時に単位あたりの

コミュニケーションに sO
i = θ

∑n
j=1 gi jv jに等しい補助金

を与えれば，混雑税・補助金政策下での均衡状態とし

て社会的最適状態が達成される．

また，このときの社会厚生は，式 (21)に整理した各
主体の効用，政府の混雑料金収入および補助金支出を

考慮するため，次式のようになる．

WO =
i=n∑
i=1

[
UO

i + dO
1iv

O
i + dO

2ixivO
i − sO

i vO
i

]
=

i=n∑
i=1

[
y +

(
1
2
+ t1 + t2xi

)
vO2

i

+ t1
n∑

j=1, j,i

vO
j vO

i − θ
n∑

j=1

gi jvO
j vO

i

 (22)

5. ポテンシャルゲーム

(1) 均衡モデル

社会ネットワーク情報 [gi j]は私的情報であり，政府
が入手することは困難である．そのため，G = [gi j]の
情報の利用を前提としている前章の最善政策は，実現

困難である．現実的な政策を提案する上では，私的情

報を用いずに実行し得る政策を検討する必要がある．

非協力ゲームを用いた分析においては，Nash均衡の
導出・解析が主な関心の対象となるが，均衡の性質を調

べるどころかその導出さえ困難な場合がしばしば存在

する．Monderer & Shapley27) は，非協力ゲームにポテ

ンシャルの概念を導入し，ポテンシャルをもつクラスの

非協力ゲームをポテンシャルゲームと名付けた．ポテン

シャルゲームのNash均衡は最適化問題と関連している．
均衡の性質（存在，一意性，安定性等）を知る上で最適

化問題の知識を用いることができるため，ポテンシャル

の分析を通じて，元の非協力ゲームのNash均衡の性質
をより簡便に調べることが可能となる．Sandholm28)は，

ポテンシャルゲームに対して社会的最適の進化的遂行を

導入し，私的情報を用いない政策によって長期的に社会

的最適状態を達成することを提案している．Fujishima29)

はこれを都市システムモデルに適用し，政府が観測可

能な価格と人口分布に基づいて実行可能な政策によっ

て長期的に最適な人口分布が達成されることを示した．

本研究の提案するモデルは，すべてのプレイヤーが共

通の利得関数をもつ同一利害ゲームの構造を有しており，

∂2Ui/∂v j∂vi = ∂
2U j/∂vi∂v jが成立することから，ポテン

シャルゲームの必要十分条件を満足している．Sandholm
の枠組を援用するにあたって，本モデルがポテンシャル

ゲームとして再定式化できることに着目し，社会ネッ

トワーク情報を用いずに社会的最適状態を達成するた

めの政策を提案する．

利得関数が 2回連続微分可能であるような戦略型ゲー
ム (gi)i∈N を考える．このようなゲームがポテンシャル
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ゲームであるための必要十分条件は，

∂2gi

∂a j∂ai
=
∂2g j

∂ai∂a j
(i, j ∈ N) (23)

が成り立つことである．

式 (3)で定義した効用関数は，2回連続微分可能であ
る．本モデルをプレイヤー集合N，戦略空間V =

∏
i∈N Vi

（Vi = R+はプレイヤー i ∈ Nの戦略集合），ならびに利

得関数Uiからなる同一利害ゲームとして再解釈すると，

∂2Ui

∂v j∂vi
=
∂2U j

∂vi∂v j
= θgi j − t1 − t2xix j (∀i, j ∈ N) (24)

より本ゲームはポテンシャルゲームである．ポテンシャ

ル関数 f は，例えば

f =
n∑

k=1

αvk −
1
2

v2
k +
θ

2

n∑
j=1

gk jvkv j

−
[
p +

t1
2

(
vk +

n∑
j=1

v j

)
+

t2
2

(
x2

kvk + xk

n∑
j=1

x jv j

)]
vk


(25)

より与えられる．

ポテンシャルゲームの Nash均衡は，ポテンシャル関
数 f の局所最適解である． f が狭義凹関数であれば， f

の局所最適解（1階条件を満たす戦略の組）は，大域的
最適値に一致する．したがって，狭義凹ポテンシャル

ゲームのNash均衡は一意である．ポテンシャル f の狭

義凹性を確認するためには，ポテンシャルのヘッセ行

列 H = ∇2 f の固有値がすべて負（複素数の場合は，実

部が負）であることを示せば良い．ここで

∂2 f
∂v2

i

= −1 − 2t1 − 2t2x2
i (∀i ∈ N) (26)

∂2 f
∂vi∂v j

= θgi j − t1 − t2xix j (∀i, j ∈ N, i , j) (27)

より，H = θḠ − I である．よって，Ḡ の固有値を λ̄ι
(∀ι = 1, 2, ...)とおくと，Hのすべての固有値について
θλ̄ι−1 < 0が成立するとき，ポテンシャル f は凹関数で

ある．この条件は，Nash均衡が存在する条件（付録 I.
に詳説）θρ(Ḡ) < 1の範囲では常に成立する．以上から，
式 (25)をポテンシャルにもつ本ゲームにおいてNash均
衡が存在するとき，これは唯一の Nash均衡である．

(2) 社会的最適の進化的遂行 (A)：社会ネットワーク構
造が既知の場合（ファースト・ベスト政策）

均衡問題に続いて，社会的最適を考える．ここでは，

政府が各期 2 に実現した交通量（ミーティング施設訪

問水準）に基づいて最善政策（混雑税 dO
1i, d

O
2i および補

助金 sO
i ）を実施（ファースト・ベスト政策と呼ぶ）し，

それに対して毎期ランダムに選ばれた 1主体が，その
2 動学では連続的な時間を考えるため，「期」という言葉は正確で
はないが，説明の便宜上この語法を用いることとする．次節以
降も同様．

政策に対して行動を変更するチャンスを与えられるよ

うな動学（Better Response Dynamics）を考える．この
主体は，他の主体の戦略を所与として自分の利得が最

も高くなる（best response）か，少なくとも現在より高
くなる（better response）戦略を選択するため，経済は，
長期的な到達点において初期状態よりも改善する 31)．

政府がファースト・ベスト政策 dO
1i, d

O
2i, s

O
i を実施した

場合の各主体の最適反応は，社会厚生を最大化する．こ

のことは，式 (15)と式 (20)の 1階条件との比較により
確認できる．社会厚生最大化問題のポテンシャル関数

を f1 とすると， f1 は次のように書くことができる．

f1 =
i=n∑
i=1

{
y − [p + t(xi, v) + d1i + d2i]vi

+(α + si)vi −
1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j

}
(28)

これは社会厚生関数と一致する．よって，ファースト・

ベスト政策下のゲームは (12)をポテンシャル関数にも
つポテンシャルゲームであることが確認できる．さら

に，ポテンシャル関数WのヘッシアンHW = ∇2Wは，
∂2W
∂v2

i

= −1 − 2t1 − 2t2x2
i (∀i ∈ N) (29)

∂2W
∂vi∂v j

= 2θgi j − 2t1 − 2t2xix j (∀i, j ∈ N, i , j) (30)

より HW = 2θG̃ − I と表される．G̃ の固有値 λ̄ι(ι =
1, 2, ...)に対してHW の固有値は 2θλ̃ι − 1と表され，そ
の内の最大であるものは少なくとも 2θλ̄ι < 1を満たす．
よって，社会厚生最大化問題 (14)の均衡解が存在する
条件の下では，HW の固有値がすべて負となり，ポテ
ンシャルWの狭義凹性は満足される．したがって，式
(14)に定義された社会厚生最大化問題の解が存在する
範囲では，最善政策 dO

1i, d
O
2i, s

O
i によって，ポテンシャル

関数Wの大域的最大解，すなわち唯一の社会的最適が
安定的に到達可能となる．ただし，社会ネットワーク

の情報の利用を前提としている最善政策 dO
1i, d

O
2i, s

O
i は実

現が困難であるため，社会厚生最大状態を達成する代

替的な政策を検討する必要がある．

(3) 社会的最適の進化的遂行 (B)：社会ネットワーク構
造が未知の場合（セカンド・ベスト政策）

前節のファースト・ベスト政策を実施する上では，政

府は (a)社会ネットワークの完全情報および (b)非集計
のコミュニケーション行動水準 vi (∀ i ∈ N)を知る必要
がある．本研究では，社会ネットワークに関する情報

利用可能性を問題とするため，(b)は利用可能であるも
のの (a)は未知であるような状況を想定して政策代替案
を検討する．交通行動は，ETCの普及や交通系 ICカー
ドの普及に伴ってミクロなレベルで観察可能になりつ
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つあり，非集計の行動データを用いるという想定は現

実的であると言える．

本節でも (2)節と同様の Better Responseダイナミク
スに基づき，政府が各期において経済を刺激しながら

長期的に社会的最適を達成しようとする政策を考える．

以下では，逐次的な料金政策（セカンド・ベスト政策

と呼ぶ）によって，経済が長期的に到達する状態が前

節の社会的最適状態と一致することを示す．

第 k 期において，政府はその期で観測されるコミュ

ニケーション水準 v1,k, ..., vn,k に基づいて，下記のよう

なセカンド・ベスト政策を実行する．

• 主体 i（∀ i ∈ N）に，その期の限界外部交通費用

t1
∑

j,i v j,kおよび t2xi
∑

j,i x jv j,kに相当する金額 τi,k

を，次期の混雑税として課す．

• 主体 i（∀ i ∈ N）に，その期の限界外部性 θ
∑

j gi jv j,k

に相当する金額 σi,k を，次期のコミュニケーショ

ン補助金として与える．

ただし，

τi,k = t1
n∑

j=1, j,i

v j,k + t2xi

n∑
j=1, j,i

x jv j,k (31)

σi,k = vi,k − (α − p − t1vi,k − t1
n∑

j=1

v j,k − t2xi) (32)

である．式 (32)に示す通り，コミュニケーション補助
金を社会ネットワーク [gi j]の情報を用いずに決定する
点が，この政策の特徴である．式 (7)からわかるように，
この補助金は，均衡状態におけるコミュニケーション

の外部性を匪襲型のコミュニケーション水準を用いて

評価したものである．よって σi,k は，均衡問題におけ

る効用最大化の 1階条件が成立する場合に限りコミュ
ニケーションの外部性に一致するが，ここで考える動

学のほとんどの期において，これは成立しない．すな

わち，厳密なコミュニケーション外部性と補助金額と

の間には「ずれ」が存在する．以降では，このような

ずれを内包したセカンド・ベストな補助金政策の下で

も社会的最適が長期的に遂行され得ることを示す．

セカンド・ベスト政策の下では，主体は混雑税およ

び補助金の額を一定と見なして行動する．よって，こ

の政策を実施した後の主体の行動は，

f2 =
n∑

h=1

αvh,k −
1
2

v2
h,k +

θ

2

n∑
j=1

gh jvh,kv j,k + σh,k−1vh,k

−
[
p +

t1
2

(
vh,k +

n∑
j=1

v j,k

)

+t2xi

(
vi,k +

n∑
j=1

x jv j,k

)
+ τh,k−1

]
vh,k

(33)

をポテンシャルにもつポテンシャルゲームである．ポ

テンシャル関数 f2 のヘッセ行列が均衡ゲームのヘッセ

行列H = ∇2 f と一致することから， f2は θρḠ < 1の範
囲で狭義凹性を有している．よって，政策下のゲームの

Nash均衡は一意かつ安定的であり，ポテンシャルゲー
ムの大域的最適解に一致する．

いま，ポテンシャルゲームの 1階条件より

σi,k = θ

n∑
j=1

gi jv j,k

= vi,k −
[
α − p − t1

(
vi,k +

n∑
j=1

v j,k

)
−t2xi

(
vi,k +

n∑
j=1

x jv j,k

)]
+ τi,k−1 − σi,k−1(34)

が成り立つ．ダイナミクスの不動点，すなわち長期的

な定常状態においては τi,k−1 = τi,kおよびσi,k−1 = σi,kが

それぞれ成立する（∀ i ∈ N）ため，

σi,k =
1
2

vi,k −
[
α − p − t1

(
vi,k +

∑
j

v j,k

)

−t2xi

(
vi,k +

n∑
j=1

x jv j,k

)]
+ τi,k

 (35)

がいえる．これを f2 の均衡条件に代入すると

0 =
1
2

(
α−p−vi,k−2t1

n∑
j=1

v j,k−2t2
n∑

j=1

x jv j,k

+2θ
n∑

j=1

gi jv j,kvi,k

)
(36)

となる．式 (36)は，社会厚生最大化問題の最適性条件
と一致する．すなわち，限定的な情報に基づいて混雑税

τiおよび補助金 σiを逐次的に適用するセカンド・ベス

ト政策の下で，各プレイヤーがプレーするゲームの長

期的な定常状態は，社会厚生最大化点に一致する．こ

れらの結果より，次の命題が導ける．

命題 3
各時点において，観測される非集計行動データおよび

主体の選好の情報によって規定されるセカンド・ベスト

政策 τi,k, σi,k (i = 1, 2, ...)を考える．均衡モデルおよび
社会的最適モデルの各々においてNash均衡が存在する
条件 θρ((Ḡ)) < 1, 2θρ((G̃)) < 1が成立する範囲内で，セ
カンド・ベスト政策は社会的最適を進化的に遂行する．

6. おわりに

本研究は，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケー

ション行動に内在する 2種類の外部性に着目し，主体
のミーティング施設訪問行動と社会ネットワークとの

関連性を社会厚生の観点から分析した．ファースト・ベ

ストな混雑税およびコミュニケーション補助金を定義

した上で，ファースト・ベスト政策は情報利用可能性の
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観点から非現実的であることを指摘し，人々の私的情

報（ここでは社会ネットワークに関する情報）を用い

ないで実行可能な政策代替案を提案した．提案モデル

をポテンシャルゲームとして再解釈することによって，

社会ネットワークの情報を用いずに規定される逐次的

な料金政策（セカンド・ベスト政策）の長期的な到達

点が，社会的最適状態に一致することを示した．

今後の課題は以下の通りである．まず第一に，本モ

デルは分析の簡便性および見通しの良い議論を進める

ことを優先したために，利得関数，リンク費用関数と

も非常に限定された関数型に対する分析に留まってい

る．これに伴って，本稿で提案したセカンド・ベスト政

策は，非集計の行動データおよび主体の選好を政府が

把握していることを前提としている．これらの仮定を

緩和した，より一般的な設定での分析は，今後の重要

な課題である．本モデルの拡張可能性として，1つには
多地域からなる交通ネットワークへの拡張が考挙げら

れる．社会ネットワークを明示的に考慮した本研究の

枠組と既存の交通料金政策とを対応づけることによっ

て，都市内に集積する多様な経済主体間の相互作用を

より効率的かつ活発にするような交通政策が検討可能

となる．さらに，立地選択の枠組に拡張し，立地政策

等の都市政策の観点からも政策代替案を検討すること

によって，都市における集積現象に対してより多面的

な示唆を得ることが期待される．

謝辞：本研究は科学研究費補助金基盤研究 C(課題番号：
25420547) の助成を受けて行った．ここに記して感謝
する．

付録

I.逆行列の存在条件
Corchòn and Mas-Colell25)に準拠すると，逆行列 [I−
θG]−1 が存在する必要十分条件は

θ · ρ(G) < 1 (37)

が満たされていることである．ここで ρ(G)は，非負行
列 Gの最大固有値の絶対値である．本稿で採用したモ
デリングに対しては

I − θG + t1(I + A) + t2X(I + A)X

= I − θ
{
G − t1

θ
(I + A) − t2

θ
X(I + A)X

}
= I − θḠ (38)

について同様の条件を導出すればよく，

θ · ρ(Ḡ) < 1 (39)

がこれに相当する（正方行列 Ḡは，式 (38)の定義より，
対角成分に −2t1/θ−2t2x2

i /θ，非対角成分に gi j − (t1/θ)−
(t2xix j/θ)をもつ対称行列である）．

II. Bonacich中心性 24)

ネットワーク分析において，ノード（点）の中心性

や重要性を表す様々な指標が存在する．Bonacich中心
性は，ノードの中心性を当該ノードから発するすべて

のパス（経路）の距離に応じた加重和によって表した

指標であり 6)，最近になってネットワーク・ゲーム理論

の枠組みにおいて非常に有用であることが示されてい

る 20)．n次隣接行列 Gを k乗（kは自然数）すること

によって得られる行列Gkはネットワーク中のノード間

の間接的なつながりを再現する．Gk の要素 g[k]
i j ≥ 0は，

ネットワーク gにおいて iから jへのパスの中で長さが

k(≥ 1)であるものの数を表す．また，G0 = Iである (I
は単位行列)．あるスカラー θ > 0とネットワーク gが

与えられたとき，θが十分に小さければ，次のような行

列Mが定義できる．

M(g, θ) = [I − θG]−1 =

+∞∑
k=0

θkGk

θは，パスの相対的な重みをパス長に応じて減衰させる

ように作用するパラメータである．非負行列M(g, θ)の
成分mi j(g, θ) =

∑+∞
k=0 θ

kg[k]
i j は，ネットワーク gにおける

ノード iから jへのパスで長さが kであるものの数を，

θk で重みづけして足し合わせたものである．なお，行

列級数
∑+∞

k=0 θ
kGk は，

∥G∥ < r = lim inf
k→∞

|θk |−1/k =
1
θ

のとき，またこのときに限り収束する．ここで，rは収

束半径，∥G∥は行列Gのノルムである. このノルムは一
般にGのスペクトル半径と呼ばれ，ρ(G) = maxι |Λι|で
表される（ΛιはGの固有値）．すなわち，θρ(G) < 1で
あれば前述の行列級数が収束し，行列Mが定義できる．

定義 1 (Bonacich中心性) 　

ネットワーク g，n次隣接行列 Gおよび定数 θ を考
える．これらを用いて非負行列M(g, θ) = [I − θG]−1 が

定義できるとき，ネットワーク gにおけるパラメータ

θに対する Bonacich中心性ベクトル b(g, θ)は

b(g, θ) = [I − θG]−11 (40)

で与えられる．また，ノード iの Bonacich中心性は行
列Mの第 i行成分の和

bi(g, θ) =
n∑

j=1

mi j =

n∑
j=1

+∞∑
k=0

θkg[k]
i j (41)

によって表される．
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